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平成 24 年度 選挙管理委員会事務局 運営方針 
 

Ⅰ 基本目標 

『積極的な投票参加の推進』 

～法令に基づいた「選挙事務の適正・円滑な管理執行」とともに、 

有権者のニーズを踏まえた「投票しやすい環境づくり」「明るい選挙・ 

投票意識の高揚」を積極的に推進します。～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 目標達成に向けた組織運営 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 目標達成に向けた施策 

１ 公正かつ適正な選挙の執行管理 

○「急施を要する選挙」についても対応できる万全の準備体制の構築 

○平成 24 年８月７日任期満了の海区漁業調整委員会委員一般選挙の公正かつ適正な執行 

２ 投票しやすい環境づくり 

○障害者や高齢者の投票環境向上に向けた検討・実施 

○投票所・投票区域の見直し点検、「誰もが投票しやすい投票所(モデル)」の検討 

○選挙事務における「ＩＣＴ（情報通信技術）活用」に関する調査・検討 

３ 効果的な啓発事業の実施 

○教育委員会との連携による「主権者教育」の 

 実施に向けた取組 

○市内大学と連携した啓発事業の実施 

○明るい選挙推進協議会の組織の活性化、若 

 者啓発団体（イコットプロジェクト）の育成 

４“チーム選挙”の総合力アップ 

○区・市選管職員のスキルアップ 

○職員の政治的中立性の確保 

○ワークライフバランスの徹底   等 

区選管、区明推協等との連携・協働 

公正かつ適正な選挙の執行や投票環境向上

には、現場で事務を執行する区選管や区明推

協、自治会町内会との連携が不可欠です。 

各種会議など、あらゆる機会を通じて、情

報共有と緊密な連携を図ります。 

区・市選管職員のスキルアップ 

新人職員・転入職員へのきめ細かな指導や

各種研修を実施するほか、選挙事務に関する

知識・ノウハウを選管職員間で確実に共有す

ることにより、区・市選管職員のスキルアッ

プを図ります。 

ワークライフバランスの徹底 

選挙時は公正かつ適正な選挙事務の執行の

ために「仕事」に邁進しなければなりません

が、年間を通してワークライフバランスをよ

り一層推進することにより、「仕事」への好循

環を図ります。 

法令遵守の徹底と適正な事務執行 

選挙に関連した法令遵守が全庁的に徹底さ

れるよう、引き続き取り組んでいきます。 

また、選挙執行経費の適正な執行及び市内

中小企業への優先発注についても、区・市選

管間で確認、徹底していきます。 



参考 主な事業・取組 

１ 公正かつ適正な選挙の執行管理 

【主な事業・取組】 【内容】 

 「急施を要する選挙」についても対応できる万全の準備

体制の構築 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 24 年８月７日任期満了の海区漁業調整委員会委

員一般選挙の公正かつ適正な執行 

 

 

 

 

 

⇒≪区選管との情報共有≫ 

①係長会議          （定例：月１回 ）

②区・市選管職員テーマ別ミーティングの 

実施                                  （随時） 

③ＹＣＡＮを通じた情報共有   （通年）

   ⇒≪区・市選管職員スキルアップ≫ 

①新任係長研修の実施     （４月）

②初任者研修の実施   （４月～5 月）

③市町村アカデミー（市町村職員中央研修所）

主催の選挙事務研修への参加（９月） 

④実務研修の実施  （10 月～11 月）

 

   ⇒県選管、区選管、漁業協同組合との

調整                 （～7 月）

⇒①期日前投票の円滑な執行 

（7 月 25 日～8 月 1 日） 

②投票、開票の円滑な執行 

（投票・開票 8 月２日）

 

２ 投票しやすい環境づくり 

【主な事業・取組】 【内容】 

 障害者や高齢者の投票環境向上に向けた検討・実施 

 

 

 

 

 

 投票所・投票区域の見直し点検、「誰もが投票しやすい

投票所（モデル）」の検討 

 

 

 

 

 

 選挙事務における「ＩＣＴ（情報通信技術）活用」に関す

る調査・検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⇒①現状・課題・ニーズの調査  （ ９月）

②障害者や高齢者の投票環境の向上

に向けた対応策       （１２月）

③郵便による不在者投票制度の広報

（通年）

 

⇒①23 年度調査（投票所・投票区域カ 

ルテ）の内容更新      （９月) 

②投票所・投票区域の見直し検討 

（通年） 

③誰もが投票しやすい投票所（モデ 

ル）の調査・検討      （１2 月） 

⇒①ＩＣＴの進展を見据えた今後の選挙 

事務に関する研究      （通年) 

②有権者の利便性向上及び事務の効

率化のためのＩＣＴ活用策の検討    

（12 月) 

 

 



３ 効果的な啓発事業の実施 

【主な事業・取組】 【内容】 

 教育委員会との連携による「主権者教育」の実施に向

けた取組 

 

 市内大学と連携した啓発事業の実施 

 

 

 

 

 明るい選挙推進協議会の組織の活性化、若者啓発団

体（イコットプロジェクト）の育成 

 

 

⇒①中学校「社会参画」モデル授業の 

共同研究          （通年） 

 

⇒①「投票参加状況調査」のデータ分 

析に基づく効果的な啓発事業の 

提案募集          （１２月） 

②若年層向け啓発用映像の制作 

                  （9 月） 

⇒①活動の活性化を図ることができる組 

織のあり方の検討      （12 月） 

②イコットプロジェクトの活動拡充に向け

た具体策の検討・実施  （10 月） 

４ “チーム選挙”の総合力アップ  

【主な事業・取組】 【内容】 

 区・市選管職員のスキルアップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 職員の政治的中立性の確保 

 

 

 

  

 

 

 ワークライフバランスの徹底 

 

 

 

⇒①新任係長研修の実施（再掲）（４月）

②初任者研修の実施（再掲） 

（４月～５月）

③市町村アカデミー（市町村職員中央研修所）

主催の選挙事務研修への参加 

（再掲）（９月）

④実務研修の実施（再掲） 

             （10 月～11 月）

⑤区・市選管職員テーマ別ミーティングの 

実施                          （再掲）（随時）

⑥職員意見交換会の実施 

（毎週水曜日） 

    ⑦他自治体との連携への取組（通年） 

 

⇒①新任選管職員に対するコンプライア

ンス推進研修         （５月） 

 ②コンプライアンス推進室が実施する

各区局職員を対象とした政治的中

立性確保のための研修への支援

（年度内） 

 

⇒①年次休暇・夏季休暇や連続休暇  

       の積極的な取得 

②定時退庁日の定時退庁の徹底 

（通年）

③定時退庁強化月間の設定（  ８月） 

④仕事量共有のための係ミーティン 

グの実施           （通年）

⑤超過勤務実施時のルールの徹底 

（通年）

 


	機構及び事務分掌

	予算説明書
	運営方針 

